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From the Great Hanshin-Awaji Earthquake, it has clarified that the fire  water service is not perfectly available with the 
urban infrastructure. Because of that the natural water resource has been planned as an available disaster prevention 
measures for firefighting water and evacuees’ water. The Horikawa River has been restored for the emergency water 
supply based on the acquaphily water resource. The results of  research, The Horikawa River was not only the using of 
emergency water resource, but also the using of water-path for evacuation route and the river side to using a temporary 
shelter. The aim of study is to arrange the planning method of disaster mitigating faculty on the river development. 
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１．研究の背景と目的 
 
1995年の阪神・淡路大震災においては、上水道の被害に起因し、消防用水の不足と避難生活に必要な生活
用水（お風呂、洗濯、トイレ）、また飲料水が不足されたことが、建物の焼失と人命被害拡大の背景となっ
た1)。そのような被害状況の中で「自然水利」を活用した防災水利に関しては、震災時の現地調査によりそ
の事例が報告されている2)3)。 
なお、日本における河川整備においては、「河川の持つ防災機能を活かし、災害に強い都市づくりを進め
るため、河川を地域防災計画等に積極的に位置づけ、以下に示す整備を推進する。（中略）川沿いに十分な
幅員の管理用道路や緑地帯を整備することによって、火災時の延焼遮断機能を向上させる。安全な避難路
（中略）を確保する。河川水を緊急時の消火用水・生活用水として利用可能な河川構造とする。」補注1とし
て国道交通省よりその整備方針を公表している。本整備方針の内容の通りに実際にも、河川の「水」を防災
水利として利用するだけでなく、河川敷や、河川沿道に当たりうる空間をも含めて総合的に防災利用をする
整備計画や事業等が確認される補注2。 
 今までにも防災水利の整備計画については、風土に根差した断水のない水利を活かして地震火災から木造
文化都市を守る「環境防災水利」に関するものとして、地域固有の自然水利を活用した消火技術と水制御技
術に関する事例調査と分析を行い、実践的な整備のための計画技術の開発を目指した大窪ら4)研究と、異な
る水利特性を考慮した計画を導き、消防水利や環境水利としての計画方針に対する整備施設の性能評価を行
ったもの5)が既往の研究として挙げられる。 
−303−
2 
これらの背景を踏まえて本研究では、京都市内における防災水利としての活用計画を取り入れ再整備され
た京都の堀川を対象として、その備えられた防災機能を明らかにすることを目的とする。また、将来的な都
市内の河川と河川空間の多角的な防災活用を目指して、その計画手法や具体的な整備方法を導くための知見
を得ることを本研究の目的とし、以下のような課題に取り組む。 
①京都市・堀川の再整備過程を基に、現状備えられた防災機能を明らかにする。 
②堀川に備えられた防災機能において、それらを実質的に活用する地域住民らへのアンケート調査を実施
し、地域住民より堀川に期待する防災機能とその活用の可能性に関して意識の分析を行う。 
③防災機能に基づく堀川河川空間の物理的な特性を整理し、地域住民らによる活用可能性を検討すること
で、今後堀川における防災活用に向けた知見を得る。 
 
２．再整備された堀川について 
 
 かつての堀川は日本で最も古い人工河川の一つとして言われる。平安京当時の姿を今に伝える歴史的遺産
であるが、都市化による治水対策が進められ暗渠化された。以降、地域住民らによる要望（1996年1月28日
堀川の水辺空間と堀川通の再整備に係る要望書の提出：地域住民代表Y氏のヒアリングから）により京都市
からの清流復活の計画が打ち出され、2008年にはせせらぎがよみがえった（文献6)より引用）。本章では地
域住民と行政関係者が一緒にワークショップを通して描き、現状の姿として再整備された堀川に備えられた
防災機能の内容を整理する。 
 
(1) 研究対象の範囲 
現在の堀川は、鴨川左岸から流れる第二疏水分線の水が主なる水
源である。高野川の下をサイフォン方式で潜る分線は泉川と北園川
を交差し（一部疏水分線に水が流れる）賀茂川を再びサイフォン方
式で伏せ越しし、紫明通の基点に水を繋げる。さらにディーゼルエ
ンジンによるポンプアップで水は放流先へ汲み上げられ紫明通に流
れる（設定流量0.1～0.2m3/s）。 
「紫明通～堀川今出川」までは道路中央の公園の中に流れ、6つ
のせせらぎ公園と3つの堀川せせらぎ公園をサイフォン方式で伏せ
越しし、所謂「堀川」と言われる「堀川今出川～堀川御池」の堀川
通東側における河川空間に流れる。本研究においては、「せせらぎ
公園」と呼ばれる「紫明通～堀川今出川」区間と、「堀川今出川～
堀川御池」区間のすべてを対象としているため、「堀川流域」とし
て称することとする（図1）。 
 
(2) 再整備の経緯：堀川水辺環境整備構想（ヒアリングと文献6)を基に整理） 
堀川の変遷過程については、大きく三つの時期として区分することが可能であると考えられる。資材と材
木の運搬や、染め物の水洗いに使われた平安京造営時から1963年までの「利水期」、京都市の浸水対策とし
て暗渠化された合流式下水道の雨天時放流先として水が流れた1963年から2008年までの「枯れ川期」、再び
せせらぎと河川空間（遊歩道）を有する河川として再生され、京都市民の親水空間となっている現在の「親
水期」として整理した（図2）。 
 
図 1 研究対象の「堀川流域」 
図 2 堀川の変遷過程と、関連活動 
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現状堀川の防災機能が検討されたのは「枯れ川期」における、地域住民の参加によるワークショップが行
われた堀川水辺環境整備構想（2000年～2008年）である。上記の通りに1995年阪神・淡路大震災があった翌
年である1996年1月には地域住民らにより要望書が提出された。地域住民代表Y氏からは、阪神・淡路大震
災以降に都市内の河川が持つ防災機能が注目された上に、京都市内における防災水利として堀川再整備の必
要性が検討されたので、再整備事業が動き出した感触があると言われた。 
堀川ワークショップ当時における「都市河川の水辺再生と地域
防災～堀川を事例として～（京都大学大学院工学研究科 人間環境
設計学講座、2001年6月）」の勉強会資料（図3）から、消火用水
の最大到達範囲となる半径約1.5kmの円の範囲補注3を基に、京都市
内の毎秒1t以上の最低流量を持つ河川から消防水利の到達範囲を
示せられている。堀川流域は範囲外であるため、水を再生する必
要に関して説明されていることが確認できる。 
また、住民参画による堀川ワークショップを通して完成された
堀川水辺環境整備構想に見られる整備の基本方針には「④都市防
災上の観点から、堀川の河床に消防水利施設（ピット）を整備し、
災害時の消火用水、生活用水としての利用を図る。」と示されて
いる7）。 
 
(3)ゾーン分け（文献7)を基に整理） 
 堀川の具体的なデザインを決定した「堀川ワークショップ」では、河川や沿川の状況などによって5つの
ゾーンに分け、その場所に根差した「ゾーン別ワークショップ」として開催された。（図4、15参照）。82
回開催されたゾーン別ワークショップの間に3回の全体ワークショップを開催することで隣接ゾーン間のデ
ザインのすり合わせが行われた。それぞれゾーンを整理すると以下のようになる。 
a) Aゾーン：御池通～竹屋町通 
b) Bゾーン：竹屋町通～下立売橋（堀川第二橋） 
c) Cゾーン：下立売橋（堀川第二橋）～中立売橋（堀川第一橋） 
d) Dゾーン：中立売橋（堀川第一橋）～今出川通 
e) Eゾーン：今出川通～加茂街道（紫明通） 
 
(4)備えられた防災機能：防災水利として利用を目指した「消防ピット」、「堰板（セギ板）」 
 再整備された堀川には防災水利として利用するため、以下のような防災機能（施設）が整備された。それ
ぞれの防災機能における仕様を以下に整理する。 
a) 消防ピット 
 消防ピットは二つの種類に分けられる。その一つは「堀川今出川～堀川御池」区間の河床に整備された消
防ピットである。消防ピットには、常時40tの水が溜まるようになっており、緊急時には消防隊員により消
火用水として取水を行う。本区間内には4か所に整備されている。もう一つは「紫明通～堀川今出川」区間
において、公園と公園の間をサイフォン方式で潜る地下部を貯水タンクとして機能させ、消防ピットとして
利用できる連結枡としている。この連結枡にも、常時40t以上の水が溜まるようになっている。消防ホース
や手押しポンプ等により水をくみ上げることが可能である。堀川流域内に40か所（A～Dゾーンには各1か所
ずつ、Eゾーンには36か所）に整備され
ている（写真1）。 
b) 堰板（セギ板） 
 堰板（以下、セギ板と称する）は主に
「堀川今出川～堀川御池」区間において
約600m間隔ごとに総7か所（Aゾーン：2
か所、Bゾーン：2か所、Cゾーン：1か
所、Dゾーン：1か所、Eゾーン：なし）
整備されている。消防ピットとの大きな
図 3 河川からの送水範囲（京大） 
写真 1 消防ピット（訓練） 写真 2 セギ板（実験中） 
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違いは、地域住民らによる活用が意図されている点である。河床に整備されている堰柱にセギ板をはめ、一
時的に堰上げした水をくみ上げる等、防災水利として活用する仕様となっており、各セギ板ごとには、40t
の水が溜まるように設計されていることがヒアリング調査を通して明らかとなった（写真2）。 
 
３．現状の地域住民から見た堀川の防災機能について（アンケート調査の結果） 
 
 堀川に備えられた防災機能を実質的に活用する地域住民らへのアンケート調査を行い、その結果について
分析と考察を行う。 
 
(1) アンケート調査概要 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 基礎情報では、現在の居住地に関して行政区に加えて堀川ワークショップで分けられたゾーンに関する質
問項目を設定した。また、堀川流域の中心に流れる水を基点にして東西（紫明通については、南→東として、
北→西として）のどちらに当たるかについても質問項目を設定した。さらに、「堀川ワークショップ（堀川
水辺環境整備構想）」の参加の有無についても質問項目を設定した。 
 国総研アニュアルレポート8）によると、河川の震災時の防災機能としては、空間利用によるもの（延焼防
止、避難場所・避難路、緊急輪送路）と、水利用によるもの（消防水利、生活用水・初期消火水利）が挙げ
られる。本項目を基にし、地域住民による活用を考える上で堀川に期待できる防災機能を「消火用水」、
「生活用水」、「一時避難場所」、「避難所の設営」、「避難ルート」として設定し、それぞれ4段階（十
分使える、どちらかと言えば使える、どちらかと言えば使えない、全く使えない）に評価して頂いた。 
日常的な活用と防災活用に向けて、「どうすればもっと活用しやすくなると思うか」を問う質問を設定し、
①緑を増やす、②水量を増やす、③分離されている中央分離帯をつなぐ、の3つの回答項目を設けた。分離
されている中央分離帯は「紫明通～堀川今出川」区間だけに該当する回答項目ではあるが、「堀川今出川～
堀川御池」区間にお住いの住民に対しても同じ回答項目を設け、「堀川流域」全体としての意見を聞けるよ
うにアンケート項目を設定した。 
 
図 4 アンケート調査範囲補注4、調査項目、配布方法 
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(2)アンケート調査結果の分析 
 有効回答552件/2000件（回収率27.6%）、北区：188/600件（31.3%）、上京区：259/1000件（25.9%）、中
京区：105/400件（26.2%）を基に、アンケート調査の結果を以下のような項目で分析した。なお、それぞれ
の結果は、堀川ワークショップで分けられたA～Eゾーン別に整理し回答の傾向を分析する。 
a) 回答者属性 
 すべてのゾーンにおける約80%の回答者は、普段からは散歩や通り道として堀川を使っていることが示さ
れた（図5）。整備されている防災機能である「消防ピット」については、約20%未満の回答者が「知って
いることが明らかになった（図6）。セギ板について、C、Dゾーンにおいては約70%を越える回答者が「見
たことがある」と回答した。Bゾーン：26.6%、Cゾーン：25%、Dゾーン：32%の回答者からは、日常的な
使い方と消防用の使い方の両方を知っていることが明らかになった（図7）。 
Eゾーンにおいてはセギ板が設置されていないことから、セギ板を「見たことがない」回答率が相対的に
高くなったものと考えられる。 
  
 
 
 
 
b) 災害時に活用が可能である堀川の防災機能について 
 水利用による防災機能について、全体的に半数以上の回答者が消火用水（61.6%）としても、生活用水
（50.4％）としても活用が可能であると考えていることが明らかとなった。また、生活用水よりは消火用水
としての活用が、より高い割合で「使える」と考えられていた。 
 
 
図 5 堀川における普段の使い方について 図 6 堀川整備されている消防ピットについて 
図 7 堀川整備されている消防ピットについて 
図 8 堀川の水を消火用水として活用 図 9 堀川の水を避難時の生活用水として活用 
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 空間利用による防災機能について見ると、「一時避難所」としての活用については、Bゾーンの回答者を
除く全てのゾーンでは半数以上の市民が「使える」と考えていた（図10）。堀川沿いに「避難所の設営」が
可能か9）については、Aゾーン以外は半数以上が「できない」と回答した（図11）。 
 
 
 広域避難場所と指定されている「鴨川右岸」や「二条城」へ移動する「避難ルート」としての遊歩道を活
用については、Eゾーン：70.9%、Dゾーン：76.3%、Cゾーン：68.3%、Bゾーン：70%、Aゾーン：69.7%が
「使える」と答えており、他の防災機能よりもより高い活用可能性が示された（図12）。 
 
 
 
c) 堀川の防災活用と日常的な活用に向けてさらに必要と考えられる取り組みについて 
 全てのゾーンから、現状の堀川を防災活用するためには「水量を増やす」ことが必要であると一番多く回
答された（本質問に関しては複数回答が可能としたため、母集団より回答数が上回る）。Eゾーンにおいて
は、「分離されている中央分離帯をつなぐ」必要があると33.2％の市民が回答した（図13）。 
 
  
 
 
 日常的な活用において、A～E ゾーンでは「緑を増やす」との回答が半数以上あった（図 14）。 
本アンケート調査の分析において、相関行列を用いて相関係数を求めたが、変数間の相関が 0.5 以上と示
されたのは、「震災時には堀川を一時避難場所として使えると避難所の設営が可能との間」と、「分離され
ている中央分離帯をつなぐ（日常）と（防災）との間」の 2 件であった（表 1）。 
図 10 河川空間を一時避難場所として活用 図 11 河川空間に避難所を設営する 
図 13 堀川の防災活用のために必要なこと 図 14 堀川の日常的な活用のために必要なこと 
図 12 遊歩道を避難ルートとして活用 
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A B C D E
消火用水
として使え
る
生活用水
として使え
る
一時避難
場所として
使える
避難所の
設営が可
能
避難ルー
トとして使
える
緑を増や
す（日常）
水量を増
やす（日
常）
分離され
ている中
央分離帯
をつなぐ
（日常）
緑を増や
す（防災）
水量を増
やす（防
災）
分離され
ている中
央分離帯
をつなぐ
（防災）
A 1
B -0.10511 1
C -0.15311 -0.08372 1
D -0.20243 -0.11069 -0.16124 1
E -0.4259 -0.23288 -0.33924 -0.44853 1
消火用水として使える -0.02898 -0.02891 -0.03442 0.105878 -0.03016 1
生活用水として使える -0.00353 -0.03565 -0.01301 0.097853 -0.0803 0.447415 1
一時避難場所として使える 0.006989 -0.12566 -0.02424 0.039022 0.020747 0.276739 0.311847 1
避難所の設営が可能 0.097286 -0.10172 -0.02085 0.051246 -0.05702 0.297738 0.298398 0.517735 1
避難ルートとして使える 0.042456 -0.02021 -0.07231 0.075122 -0.01519 0.233485 0.237697 0.451617 0.366152 1
緑を増やす（日常） 0.05679 0.049626 0.037212 0.086358 -0.1556 0.022721 0.043806 0.031555 0.08353 0.035265 1
水量を増やす（日常） 0.070823 -0.02657 -0.06375 0.032123 -0.02059 -0.09263 -0.08837 0.032337 -0.00072 0.09196 0.022416 1
分離されている中央分離帯をつなぐ（日常） -0.12903 0.00873 -0.0949 -0.12476 0.253932 -0.04509 0.035002 0.075371 0.018648 0.04599 -0.16805 -0.06221 1
緑を増やす（防災） 0.015139 0.050188 -0.0084 0.026307 -0.06617 0.039102 0.059685 0.018228 0.09135 0.033142 0.415097 0.157895 0.003695 1
水量を増やす（防災） 0.09675 0.00699 -0.02482 0.03733 -0.08103 -0.0289 -0.0559 0.043643 0.090413 0.120213 0.169313 0.461175 -0.05868 0.05889 1
分離されている中央分離帯をつなぐ（防災） -0.10467 0.009761 -0.08017 -0.06797 0.191317 -0.02881 0.013012 0.057636 0.000235 -0.01026 -0.05495 0.012718 0.568493 -0.02329 -0.09679 1  
 
４．整備環境における防災機能上の特性に関する考察 
 
 現状堀川流域の各ゾーンにおいて、整備環境の防災活用に向
けて河川空間の特徴を整理する（図15）。 
 
(1) Eゾーン 
道路の中央分離帯に整備されたせせらぎ公園（6つ）と、堀
川せせらぎ公園（3つ）は、園内に緑地が形成されている。政
府の都市計画中央審議会では都市防災の機能を持つ緑地確保を
急務とされることから10）、Eゾーンにおける緑地公園は、震災
時に地域住民が延焼火災から避難できる場所になると考えられ
る。また、一部の園内には公衆トイレと防災機具庫が設置され
ている。これらのことから、せせらぎ第5公園については自主
防災組織独自に「災害緊急避難所」として指定し、自ら看板を
設置したことがヒアリング調査を通して明らかになった。 
 
(2) A～Dゾーン 
A～Dゾーンは、一本の沿道を通してつながっている。Cゾー
ンは水と沿道、緑とした整備特性から人が止まることなく通過
することが考えられる。一方でA、B、Dゾーンには広場や、階
段状のベンチがあることで普段からも人が止まるが、震災時に
おいてもこのような一時的な避難場所としての活用が可能であ
ると考えられる。 
 
６．結論 
 
 本研究では、再整備された堀川を対象として、その整備過程と現状の整備環境を整理し、地域住民により
考えられている防災機能について基礎的な調査を行った。 
 ①堀川水辺環境整備事業を通して検討された堀川の防災機能は、「防災水利」が主であり、堀川には緊急
取水用の消防ピットと一時的に水を堰上げができるセギ板が整備された。一方でアンケート調査からは、地
域住民らの80％以上は消防ピットについて知らないと回答している。B、C、Dゾーンではセギ板の使い方
（日常的、防災）を知っていると答えた回答率が25%以上であった。 
 ②地域住民は堀川の避難ルートとしての防災機能を期待している一方で、さらなる防災活用のためには水
量を増やすことが必要であると考えられている。 
以上より得られた知見を基に、再整備された水利環境を有効に活用するために、今後取り組むべき課題に
ついて整理する。 
表 1 堀川流域アンケート調査結果における相関係数行列 
図 15 各ゾーンごとの整備特性（一部） 
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７．今後の課題 
 
 ①現地調査を通して、セギ板に鍵がかかっている設置個所が確認された。普段からの使用が制限されてい
ることと考えられるため、その原因を明らかにし、今後環境防災水利として利用する上での防災機能の日常
的な維持管理の課題解決に取り組む必要があると考えられる。 
②避難場所や、避難ルートとしての防災機能が期待される堀川の遊歩道には、アクセスできる入口が限ら
れている。震災時における地区住民からのアクセスは周りの道路通行確率との関連があると考えられるため、
今後、周辺地域からの安全な避難路から堀川遊歩道入口までのルートを抽出する方法の検討が必要である。 
 ③A～Eゾーンの間に見られたアンケート結果の差は、整備環境にも起因していると考えられるため、整
備環境の防災機能をタイプ化し、その効果を明らかにすることで、汎用的な計画手法の構築を目指したい。 
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補注 
1. 国土交通省：河川審議会について＜3.都市内河川の整備方策，3.1都市内河川整備の基本方針(1)しっかりとした公共
空間の確保＞http://www.mlit.go.jp/river/shinngikai_blog/past_shinngikai/shinngikai/shingi/9909205e.html，2014．4．から
引用した。 
2. 例えば）国土交通省関東地方整備局＜鶴見川流域マスタープラン＞http://www.ktr.mlit.go.jp/keihin/keihin_index049.html，
2014．4．から河川の多角的な防災利用に関して確認ができる。 
3. 阪神・淡路大震災時の経験から大量送水工作車を利用してさらに各消防自動車のホースをつないで消防活動を行う
ことを想定する。大量送水工作車による最大延長距離は2km、各消防自動車は20mホースを20本装備していて、その
最大延長距離400mを加算すると消火用水の最大送水距離は2.4kmとすることが可能である。道路の屈曲を考慮する保
野式の消火用水到達範囲の算出方法（√2・L/2）から、半径約1.5kmの円内といった計算となる。 
4. 堀川流域に流れる水を中心として、消防隊による消防水利到達範囲（消防ピットを基点とする半径500mの円）を含
まれる市街地を対象とした。 
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